
第３ 補償について 

 

１ 補償と福祉事業 

 

 公務災害又は通勤災害の認定を受けた職員（又はその遺族）には、その災害の内容等

に応じて災害補償制度上の各種給付が支給される。 

 各種給付は、大別すると「補償」と「福祉事業」の２種類。 

  

２ 各種補償等概要 
 
  (1) 療養補償 

職員が公務又は通勤により負傷し、又は疾病にかかった場合に、その職員の傷病
が治るまでの期間、必要な療養を行い（現物補償）、又はその療養に必要な費用を支
給（金銭補償）する。 

 
  (2) 休業補償 

職員が公務又は通勤による負傷又は疾病の療養のため勤務できない場合において
給与を受けないとき、その勤務できないことに伴う損失を補填するため、平均給与額の
100分の 60に相当する金額を支給する。 

 
  (3) 傷病補償年金 

職員が公務又は通勤により負傷し、又は疾病にかかり、療養の開始後１年６ヶ月を
経過しても治らず、その障害の程度が則別表第２に定める傷病等級に該当する場合に
おいて、傷病等級に応じて年金を支給する。 

 
  (4) 障害補償 

職員が公務又は通勤により負傷し、又は疾病にかかり治ったとき、身体に法別表に
定める程度の障害が残った場合、その障害によって生じた一般的な労働能力の喪失
又は減少に伴う損失を補填するために、年金又は一時金を支給する。 

 
  (5) 介護補償 

傷病等級第２級以上の傷病補償年金の受給権者又は障害等級第２級以上の障害
補償年金の受給権者のうち、当該年金の支給事由となった一定の障害により常時又
は随時介護を要する状態にあり、かつ、常時又は随時介護を受けている場合に通常
要する費用を支給する。 

 
  (6) 遺族補償 

職員が公務又は通勤により死亡した場合に、職員の遺族に対して、当該遺族が死
亡職員と生計維持関係にあったこと等一定の要件に該当する場合は年金を、それ以
外の場合は一時金を支給する。 

 
  (7) 葬祭補償 

職員が公務又は通勤により死亡した場合に、死亡した職員の葬祭を行う者に対して
支給する。 
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　　　　　　地方公務員災害補償基金の補償・福祉事業

療養補償（Ｐ６５～）

休業して給与を
受けていないとき

休業補償 障害補償

公務災害又は 休業援護金 　年　金　 障害等級第１級～第７級

通勤災害 　一時金　障害等級第８級～第１４級

障害特別支給金
障害特別援護金

認定請求（Ｐ５～） 亡くなられたとき 障害特別給付金
障害補償年金前払一時金（注２）

傷病補償年金

遺族補償（年金、一
時金）

傷病特別支給金 外科後処置

葬祭補償 傷病特別給付金 補装具

遺族特別支給金 リハビリテーション

遺族特別援護金 アフターケア

遺族特別給付金
遺族補償年金前払
一時金（注２）

介護補償

ホームヘルパー等の派遣

障害補償年金差額
一時金

奨学援護金

奨学援護金 就労保育援護金

就労保育援護金
長期家族介護者援
護金

障害差額特別給付
金

2

3

　

注 1

補装具

介護補償

傷病等級に該当する
とき

各種補償等の計算の基礎は平均給与額の算定により行う。（Ｐ１４９～）

遺族・障害補償年金前払一時金について支給を受ける場合は、その後に支払われる年
金について一定の期間支給が停止される。

　 　内のものについては、一定の要件（障害等級など）がある。

奨学援護金

就労保育援護金

ホームヘルパー等
の派遣

療養の現状報告書の
提出（Ｐ９８）

療養が必要なとき

再び療養が必要になったとき

再発認定の請求

一定の障害が残ったとき
療養を開始して

1年6か月を
経過したとき

治ゆ（症状固定）報告
（Ｐ１０１）

傷病が治ゆしたとき
（症状固定含む）

本様式集では、主に網掛け部分の内容について掲載している。

その他の補償関係については、認定時に被災職員あて資料を送付し、案内する。

必要な場合は、地方公務員災害補償基金福岡県支部に問い合わせること。

療養補償
を受けな
がら受給

遺族補償年金
の受給資格者
が有り＝遺族補
償年金

無し＝遺族補償

一時金

任命権者で

給与の補償

がある場合

は、支給は

ありません。
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３　認定通知以降の流れ

□ 認定時の医療機関受診報告書
で報告していた医療機関以外の医
療機関に転医したとき

「転医届」(Ｐ95)

被災職員（→医療機関証明

→被災職員）→所属→基金支部

□ 認定後、被災から

①6か月を経過したとき（引き続き療養する場合）
②1年を経過したとき（引き続き療養する場合）
「療養の現状等に関する報告書

（療養６か月・１年経過用）」(Ｐ97)

□ 認定後、被災から療養を継続して
1年6か月を経過したとき（引き続き療養する場合）
「療養の現状等に関する報告書（様式第38号）」(Ｐ98)

〔県職員、政令市以外の県費負担教職員〕

被災職員（→医療機関証明→被災職員）

→所属→総務事務厚生課公務災害班
〔その他の職員〕

被災職員（→医療機関証明→被災職員）

→所属→任命権者→基金支部

治ゆ（症状固定）したら

□ 治ゆ（症状固定）報告書 (Ｐ101)
〔県職員、政令市以外の県費負担教職員〕

被災職員→所属→総務事務厚生課公務災害班

〔その他の職員〕

被災職員→所属→任命権者→基金支部

（任命権者経由）
公務上・通勤該当認定通知書

＋
補償に関する手続書類

療養補償の手続

認定通知と併せて補償関係の書類が送付されるので

速やかに医療機関で手続を行う。

□ 指定医療機関での手続（様式第5号） Ｐ75（記載例Ｐ74）
（提出） 被災職員 → 医療機関 → 基金支部

□ 非指定医療機関、院外薬局、歯科医での手続（様式第6号） Ｐ79（記載例Ｐ82～85）
（提出） 被災職員 → 医療機関（証明） →被災職員 → 所属 → 基金支部

□ 補装具、文書料など自己負担分請求手続（様式第6号） Ｐ79（記載例Ｐ86～87）
（提出） 被災職員 → 医療機関（証明） →被災職員 → 所属 → 基金支部

転医したら・治ゆ
したらＰ７３参照

療養中 随時確認

詳細な手続は
Ｐ６６以降参照

基金支部

被災職員
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４   療養補償の請求手続について

支払っていない

被災職員は、医療機関・薬局等に対して治療費等を支払っている？

 

支払っている

・基金福岡県支部が指
定した医療機関
（福岡県医師会に加入し
ている医療機関）

・基金本部が指定した医
療機関及び福祉事業機
関
（Ｐ６９を参照）

・左の機関に該当し
ない病院（指定医療
機関ではない）

・院外薬局の処方

・歯科医での診療

療養補償に関する

書類が届く

様式第５号

「療養の給付請求書」

（初回のみ）（Ｐ７５）

＆

請求書（Ｐ７７）

様式第６号

「療養補償請求書」

（Ｐ７９）

※【受領委任】欄に記入

最初から支払わなかったように
（組合員証を使用している場合、
遡って使用しなかったように）切
替（職員への返金）に応じてもら
えるか、職員が病院に依頼する
こと。

返金等
に応じて
もらえた

返金等に応じ
てもらえな
かった

様式第６号

「療養補償請求」

（Ｐ７９）

＆

添付書類

・補装具代を
自己負担した

・文書料を自
己負担した

など

共済組合と調整が必要

になりますので、まず

地方公務員災害補償基

金福岡県支部へ連絡す

ること。

０９２－６４３－３０３１

組合員証

を使わず

全額負担

中である

組合員

証を使用

して一部

負担して

いる

「補償事務処理の流れ」
Ｐ６８

A

「補償事務処理の流れ」
Ｐ７０

B

「補償事務処理の流れ」
Ｐ７１

C

いったん共済組合員証を使用して、返金を依頼するとき → Ｐ７２（参考１）を参照

「支払っていない」

に戻る

組合員証使用（一部負担）
又は

組合員証を使わず全額負
担（１０割負担）
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指定医療機関で受診した場合(様式第５号）

　基金が指定した医療機関の場合の事務処理

　被災職員は、様式第5号「療養の給付請求書」（Ｐ７５）に必要事項を記入し、「請求書」
（Ｐ７７）と併せて受診した医療機関に提出すること。
　１つの病院について窓口で提出したら、被災職員の手続は終了。2回目以降の請求は、
病院が「請求書」により基金に直接請求する。

【医療機関】 　　　【基金支部】
【被災職員】

　　　　②提出

　　　　③支払

　①提出

【所属・任命権者】
④通知 ④通知

  ５　 補償事務処理の流れ

A

様式第５号

療養の給付請求書

請求書

「診療報酬明細」（レセプ

ト）

審
査

↓
決
定

￥

被災職員は、一つの医
療機関について、初回
の手続だけでよい。

様式第５号
療養の給付請求書（Ｐ７５）
請求書（Ｐ７７）
認定通知の写し

支払通知書

2回目以降は

請求書＋レセプト
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①指定医療機関以外の医療機関で受診した場合(様式第6号）
②院外薬局、歯科医の場合(様式第6号）

　非指定医療機関（福岡県医師会非加入の医療機関等）、院外薬局、歯科医の場合の
事務処理

　被災職員は、原則として受診月毎に様式を提示して証明を受けること。病院・薬局から書類
を受け取ったら、所属・任命権者を経由して基金に提出すること。
　費用は、基金から医療機関、薬局等に支払われる。
　この手続は療養が終わるまで必要。

【被災職員】 【医療機関】 　　　【基金支部】

①依頼

②返却
④支払

「受領委任」先

医療機関・薬局等

③提出

【所属・任命権者】
③提出

⑤通知 ⑤通知

被災職員が自己負担分を請求する場合(様式第6号）

　補装具やギプス等の代金を被災職員が支払っている場合の事務処理

　様式第6号「療養補償請求書」（Ｐ７９～）に必要事項を記載し、添付書類を付けて所属・
任命権者を経由して基金に提出すること。（内容により、様式第6号への医療機関証明印
が必要な場合がある。様式集P７１を参照のこと。）
　基金支部は、被災職員本人の指定口座に治療費を支払う。

　様式第6号「療養補償請求書」（Ｐ７９～）に必要事項を記入し、医療機関に対して明細の作成
を依頼すること。

B

様式第６号
「療養補償請求書」
（Ｐ７９）
認定通知の写し（※通
知の写しは初回のみ）

様式第６号

「療養補償請求書」

「診療費請求明細」（レセプ

ト）

審
査

↓
決
定

C

￥

補償決定通知書

原則受診月毎に
提出が必要
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